
「農村地域への産業の導入の促進等に関する法律」に係る県基本計画の改訂状況について 

平成 31 年２月７日 農政部 

１ 県基本計画改訂の経過等 
 

H30.８.30  「長野県食と農業農村振興審議会」への諮問、意見聴取 

９.７～26 パブリックコメントの実施、市町村等への意見照会 

10.９～15  県基本計画（案）に対する審議会委員への意見照会 

10.25 「長野県食と農業農村振興審議会」からの答申 

10.31～H31.1.15 県基本計画（案）に係る国への事前協議 

H31.１.21 ～ 〃  （案）に係る国への本協議 

H31.２（予定） 県基本計画の策定（国からの同意） 
 

２ 審議会答申後の県基本計画（案）の変更点について 

（１）導入産業の業種の変更 

  ・日本標準産業分類(H25.10 月改訂)の中分類「電気業（太陽光発電を除く。）」を削除する。 

   〔理由〕 

バイオマス発電企業の誘致を計画していた当該自治体から、地元の賛同が得られないこ

とを理由に、H30.12.13 付けで県基本計画への位置付けの希望を取り下げる旨の申し出が

あり、具体的な立地ニーズがなくなったため。（国と対応を協議済） 

〔導入業種一覧〕 

導入業種※ 
実施計画策定の
希望市町村数 

概要等 

工業等５業種 ６ 旧農工法に引き続き位置付け 

農業（農業用施設の整備を伴うもの） １ 農福連携に取り組む企業の作業所を想定 

各種商品小売業、織物・衣服・    
身の回り品小売業、飲食料品小売業、    

その他の小売業、飲食店 
１ 

農業者や地域住民の安定した雇用の確保

や所得の向上に寄与する商業施設を想定 

電気業（太陽光発電所を除く） １ 木質バイオマス発電施設を想定 

※業種名は総務省刊行の「日本標準産業分類」の中分類を記載 

（２）国との事前協議に係る意見への対応 

・遊休工業団地等の解消に向けた具体的な取組内容を記載する。 

〔修正箇所：P.18、第 9 の 7「遊休地解消に向けた取組」にアンダーライン部分を追加 〕 

既存の産業導入地区内において過去に造成された工業団地、再生利用が困難な荒廃農地

等の活用されていない土地が存在する場合には、県及び市町村のホームページや企業立地

セミナー、誘致活動で紹介を行うなど、当該土地の優先的な活用が図られるよう配慮する。 

 
〔参考〕 法律の概要 

○ 制定経過等   

昭和 46 年法律第 112 号 「農村地域工業等導入促進法（農工法）」制定 

平成 29 年６月          法律の名称を変更 

→「農村地域への産業の導入の促進等に関する法律」 

○ 目 的 

農村地域への産業の積極的かつ計画的な導入の促進とあわせ、農地の集団化等により農業構 

造を改善し、農業と工業等の均衡ある発展と農村地域の所得向上等の雇用構造の高度化を図る。 

○ 制度の仕組み 

 

  基本方針の策定         基本計画の策定         実施計画の策定 

資料３ 

協議・同意 

市町村 県 国 

協議・同意 
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第１ 計画策定の基本的考え方 

１ 策定の趣旨等 

 本県における農村地域への産業の導入については、農村地域工業等導入促進法（昭和 46 年

法律第 112 号）に基づく国の「農村地域への工業等の導入に関する基本方針」及び、県が定

める基本計画に即して、これまで県内 28 の市町村において実施計画が策定され、計画的に工

業等（工業、道路貨物運送業、倉庫業、こん包業及び卸売業をいう。以下同じ）の導入が行

われるとともに、農業と工業等の均衡ある発展と雇用構造の高度化に貢献してきた。 

一方、農村地域では、高齢化や人口減少などの進展により、地域コミュニティ機能の維持

等にも影響がみられようになってきている。このような中、農村地域の様々な住民がその地

域で住み続けられるよう、農業を魅力ある産業にするとともに、農村から流出することが懸

念される者や都市から農村に流入することが期待される者に対し、農業以外の選択肢を用意

し、就業機会の一層の創出と所得の確保を図ることが課題となっている。 

 こうした状況を踏まえ、農村地域工業等導入促進法の一部を改正する法律（平成 29 年法律

第 48 号。以下「一部改正法」という。）が制定され、産業の業種に係る法律上の限定が廃止

された。これに伴い、農村地域に導入される産業（以下「導入産業」という。）については、

国の「農村地域への産業の導入に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）に即して、

地域の農業者の安定した就業機会が確保され、産業の立地・導入に伴う土地利用調整により

地域の農地の集積・集約化等が図られるなど、農業との均衡ある発展が図られる業種を、県

が基本計画に位置付けた上で、市町村が実施計画において定めることとされた。 

 本計画は、「農村地域への産業の導入の促進等に関する法律」（昭和 46 年法律第 112 号。

以下「法」という。）に基づき、本県の農村地域への産業の導入を促進するための具体的な

考え方及び施策の方向性を示すものである。 

なお、本計画の目標年次は 2021 年度とする。 

 

２ 本県の経済・産業及び雇用の動向 

（１）経済の動向 

本県の経済は、平成 19 年に８兆 8,854 億円あった県内総生産（名目）が平成 20 年以降、

リーマンショックの影響を受けて大きく減少し、平成 24 年には７兆 7,945 億円まで落ち込

んだ。その後、国の経済政策の効果等から回復基調で推移し、平成 27 年は８兆 5,580 億円

となっている。 

一人当たりの県民所得についても、リーマンショックの影響を受けて平成 20 年以降は大

きく減少し、平成 21 年には 256 万 6,000 円となったが、平成 27 年には 292 万 7,000 円ま

で回復している。また、一人あたり国民所得との比較では、平成 18 年以降、県民所得の方

が低い状況が続いている。 

今後、急激な人口減少が見込まれる中で、第４次産業革命といわれる技術革新や経済・

社会のグローバル化、また、国の Society5.0※をめぐる動きを生産性向上や新しいビジネ
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ス創出の好機として活かし、県内経済の活力を高めるとともに、雇用を確保することが必

要となっている。こうしたことを踏まえ、県では、平成 30 年度からの５年間を計画期間と

する長野県総合５か年計画～しあわせ信州創造プラン 2.0～（以下「県総合計画」という。）

において「産業の生産性が高い県づくり」を政策の基本的な方針として位置づけ、施策を

進めていくこととしている。 

  ※Society5.0：IoT や AI、ビッグデータ等の先端技術を社会生活に取り入れ、経済発展と社会的 

課題の解決を両立していく新たな社会の考え方 

 

（２）産業の動向 

（農業の動向） 

   本県の農業については、南北に長く、起伏に富んだ地形、日照時間の長さと昼夜の寒

暖差等を生かし、全国シェア１位のレタスやカーネーション、きのこなど全国トップク

ラスの生産量を誇る様々な農畜水産物を多く生産している。 

農業農村総生産額については、平成３年の 4,293 億円をピークに、牛肉等の農産物の

輸入自由化や景気後退による農産物価格の低迷などにより減少を続け、平成 21 年には

2,792 億円まで落ち込んだが、近年は、ほぼ横ばいで推移しており、平成 29 年には 3,083

億円となっている。 

県内の農業構造をみると、平成 27 年の農家戸数は 10 万 4,759 戸で全国第１位、販売

農家数は 5 万 1,777 戸で全国第４位となっている一方で、販売農家一戸当たりの経営耕

地面積は113aで全国第30位と、全国平均の220aに比べて低い状況となっている。また、

農業就業人口の平均年齢は 67.9 歳、65 歳以上の比率は 69.5％となっており、農業者の

高齢化も進んでいる。 

今後、環太平洋パートナーシップ協定（ＣＰＴＰＰ）等による国際化の進展や少子高

齢化による人口減少など、社会情勢が大きく変化する中で、本県農業を持続的に発展さ

せていくためには、農地中間管理事業の活用などにより、担い手への農地の集積・集約

化を進めるとともに、経営の規模拡大や複合化、多角化により競争力の高い経営を展開

する中核的経営体などが、農業生産の大宗を担う構造に変えていく必要がある。こうし

たことを踏まえ、県では、県総合計画の実行計画として、平成 30 年度からの５年間を計

画期間とする「第３期長野県食と農業農村振興計画」（以下「食農計画」という。）を

定め、農業・農村の振興に係る施策を進めていくこととしている。 

 

（工業等の動向） 

    本県の産業構造について、県内総生産（名目）の経済活動別の構成比を見ると、製造

業が全産業の約３割、卸売・小売業と不動産業がいずれも約１割を占めている。また、

業種別従業者の構成比でも製造業は全産業の約２割を占め、本県の基幹産業であると言

える。 

 製造品の出荷額を見ると、平成 19 年の７兆 332 億円をピークとして、それ以降、リー

マンショックの影響を受けて急激に落ち込み、平成 21 年には５兆円を割り込んだが、平
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成 28 年には５兆 7,678 億円まで回復している。事業所数については、平成３年の約１万

事業所をピークに減少傾向が続いており、平成27年はピーク時の５割程度となっている。

従業者数についても同様に、平成３年の約 29 万人をピークに減少し、平成 27 年は約 19

万人となっている。 

   今後、人口の減少により国内市場の縮小が見込まれる中で、県では、県総合計画で掲

げる「産業の生産性が高い県づくり」の実現に向け、成長が期待される産業の創出・集

積や、ＡＩ・ＩｏＴ等を活用した生産性の向上に取り組むとともに、地域外から獲得し

た資金を地域内で循環させることで雇用と所得を持続的に生み出す地域内経済循環の促

進や、海外有望市場への展開を進めることとしている。 

   また、地域に根差した産業の振興を図るため、県内全産業のうち雇用と総生産が約７

割を占める第３次産業（サービス産業）については、ＩＣＴ産業の振興を通じた高付加

価値化・効率化等により生産性の向上を図ることとしている。 

さらに、伝統的工芸品産業の技術・技法の伝承に向けた新商品の開発や後継者の育成・

確保への支援や、公共インフラなど県民の生活を支える建設産業の活性化にも取り組む

こととしている。 

 

（３）雇用の動向 

 県内の有効求人倍率（年平均）は、平成 17 年から平成 19 年までは 1.0 倍を超えていた

が、リーマンショックの影響により、平成 21 年には 0.44 倍まで大きく落ち込んだ。その

後、国の経済政策の効果などから上昇傾向となり、平成 29 年には 1.60 倍まで上昇してい

る。 

 一方、平成 30 年１月の新規常用求人・求職者数を職業別に対比してみると、「専門的・

技術的職業」、「サービスの職業」、「生産工程の職業」、「建設・採掘の職業」などで

求人数が求職者数を上回っているが、「事務的職業」、「運輸・清掃等の職業」などでは

求職者数が求人数を上回るなど、求人と求職のミスマッチが生じており、一部の職業では

人材の確保が難しくなっている。 

 県総合計画では、構造的な人材不足に対するミスマッチの解消や潜在的な労働力の掘り起

しなどにより、様々な産業分野が必要とする人材の育成・確保をすることとしている。 

 ３ 農村地域への産業の導入の基本的方向 

（１）農村地域への産業の導入状況 

ア 農村地域工業等導入実施計画の策定状況 

農村地域工業等導入実施計画は、平成 28 年３月末時点で、対象市町村 77 市町村の

うち 28 市町村において策定されている。 

イ 工業等の導入状況 

農村地域への工業等の導入地区は、平成28年３月末時点で69団地、総面積は660ha、

操業企業数は 405 企業となっている。 
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導入企業の業種の内訳は、製造業が 348 企業（86.0％）、道路貨物運送業が 28 企業

（6.9％）、こん包業が 1 企業（0.2％）、卸売業が 28 企業（6.9％）で、製造業につ

いては、はん用機械器具 13.6％、生産用機械器具 9.9％、食料品 9.1％、電気機械器具

7.2％となっており、内陸型工業等が主体である。また、雇用人数は 405 企業で約 2万

4,000 人となっており、１企業あたりの平均雇用人数は約 59 人となっている。 

 

（２）農村地域への産業の導入の基本的方向 

・ 県総合計画やＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）、また県の食農計画の基本方向として

位置づけられた、中核的経営体の育成や多様な農業経営体等の確保、６次産業化などの

『産業としての農業』の取組、「おいしい信州ふーど」や「食の地消地産」等の『消費

者が求める食』の取組、農村地域における多面的機能の維持・保全、農村コミュニティ

の維持などの『暮らしの場としての農村』の取組などを踏まえ、市町村が策定する実施

計画に基づき、農村地域への産業の導入を図る。 

・ 農村地域における土地利用に関する計画等による農村振興の方向に即し、地域社会と

の調和、公害の防止等の環境の保全、農村地域の景観との調和及び農業を始めとする地

域産業との協調に留意しつつ、農村地域に成長性と安定性のある産業の導入を図る。 

・ 産業の導入に伴う労働力需要に対しては、地域農業の担い手の育成・確保に十分配慮

しつつ、農業以外の産業に就業を希望する農業従事者（その家族を含む。以下同じ。）

からの労働力を重点的に充てるほか、中高年齢者・女性の就業機会の拡大や、新規学卒

者及びＵＩＪターン希望者等の就業の促進による若年層の定着化を図る。 

・ 農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）に基づく市町村の基本構想や、「人・

農地プラン」の方向性を踏まえ、産業の導入とあわせ、担い手への農地の集積・集約化

などの農業構造の改善が図られるように努める。 

・ 国土利用計画（長野県計画）や長野県土地利用基本計画、都市計画、農業振興地域整

備計画など、土地利用に係る諸制度との調和と連携を図るとともに、施設用地に農用地

等※を含める場合には、優良農地確保の観点から市町村と県の関係部局間において事前に

十分調整を図る。 

  ※農用地等：農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44 年法律第 58 号。以下「農振法」という。） 

第３条に規定する農用地等をいう。以下同じ。 
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第２ 導入すべき産業の業種その他農村地域への産業の導入の目標 

１ 導入すべき産業の業種 

（１）導入産業の業種 

  導入産業の業種については、当該産業の立地・導入により、地域の農業者の安定した就

業機会が確保されるとともに、産業の立地・導入に伴う土地利用調整により地域の農地の

集積・集約化が図られるなど、農業と導入産業との均衡ある発展が図られる必要がある。 

こうした点を踏まえ、本県において具体的に導入すべき業種は、日本標準産業分類（平 

成25年10月改定）の中分類のうち、以下に示すとおりとする。 

 

大分類 中分類 中分類コード 

Ａ 農業、林業 農業（農業用施設の整備を伴うもの）※ 1 

Ｅ 製造業 

食料品製造業 9 

飲料・たばこ・飼料製造業 10 

繊維工業 11 

木材・木製品製造業（家具を除く） 12 

家具・装備品製造業 13 

パルプ・紙・紙加工品製造業 14 

印刷・同関連業 15 

化学工業 16 

石油製品・石炭製品製造業 17 

プラスチック製品製造業（別掲を除く） 18 

ゴム製品製造業 19 

なめし革・同製品・毛皮製造業 20 

窯業・土石製品製造業 21 

鉄鋼業 22 

非鉄金属製造業 23 

金属製品製造業 24 

はん用機械器具製造業 25 

生産用機械器具製造業 26 

業務用機械器具製造業 27 

電子部品・デバイス・電子回路製造業 28 

電気機械器具製造業 29 

情報通信機械器具製造業 30 

輸送用機械器具製造業 31 

その他の製造業 32 
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Ｈ 運輸業，郵便業 

道路貨物運送業 44 

倉庫業 47 

運輸に付帯するサービス業 48 

Ｉ 卸売業，小売業 

各種商品卸売業 50 

繊維・衣服等卸売業 51 

飲食料品卸売業 52 

建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 53 

機械器具卸売業 54 

その他の卸売業 55 

各種商品小売業※ 56 

織物・衣服・身の回り品小売り業※ 57 

飲食料品小売業※ 58 

その他の小売業※ 60 

M 宿泊業、飲食サービス業 飲食店※ 76 

   ※本計画で新たに位置づける業種 

 

（２）選定理由 

  業種選定にあたっての考え方及び導入業種の選定理由は以下のとおりである。 

ア 業種選定にあたっての考え方 

・安定した就業機会が確保されること 

 産業導入地区において常用雇用者が常駐すること等、地域の農業者の安定的な就業機

会及び雇用の質の確保される業種を選定することとする。また、産業導入地区に常用

雇用者が常駐しない事業や、就業機会が創出されるとしても雇用創出効果に比して広

大な施設用地を要する形態の事業等は選定しない。 

・雇用構造の高度化に資すること 

 産業の導入により、より生産性の高い産業部門への労働力の移転を図ることで、農

村地域における労働力の効率的かつ適正な配分が行われ、農村地域に住む農業従事者

や地域住民の希望、能力に従った就業により所得の向上が期待されるよう配慮する。 

・導入産業の立地ニーズや事業の実現の見通しを踏まえたものであること 

   業種の選定に当たっては、市町村へのヒアリング等により、第５の１に示す調整方

針を踏まえ、市町村と事業者の間で産業導入地区の候補、規模、立地スケジュール、

雇用期待従業員数及び業種等の双方のニーズが把握され、事業の実現に向けた見通し

についてある程度、具体的に話が進んでいることを確認する。 
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・公害の防止、自然環境の保全、生活環境の保全及び地域産業等との調和が図られてい

ること 

   産業の導入により、周辺地域における他産業の事業環境や住民の生活環境に影響が

生じないよう、当該業種が地域の都市計画の方針に適合するものであることを確認す

る。やむを得ず広域的に大規模な集客性のある施設を導入する場合は、周辺の環境や

土地利用、広域的な交通流態等に重大な影響を及ぼすことにならないよう、特に留意

する。 

 ・地域内発型産業等の導入を推奨すること 

    地域の農業と導入産業が相互に補完し合い、そのいずれもが発展するような、地域

に賦存する資源を活用する地域内発型産業や農村地域での立地ニーズのある産業の導

入を推奨する。 

 

イ 業種の選定理由 

 〔農村地域工業等導入促進法に引き続き、基本計画に位置付ける業種〕 

・製造業（中分類コード9～32の業種）、道路貨物運送業、倉庫業、運輸に付帯するサー

ビス業、卸売業（中分類コード50～55の業種） 

既に実施計画に記載されている立地済みの業種であり、農業従事者の安定した就業

や所得の向上に加え、農業と関連した食品製造業や農業関係機械の生産、資材の円滑

な流通等にも寄与していることから、引き続き選定する。 

〔新たに基本計画に位置付ける業種〕 

   市町村に対するヒアリングの結果、市町村と事業者間で導入地区の候補、規模等の調

整が進められていることが確認された以下の業種を位置付ける。 

・農業（農業用施設の整備を伴うもの） 

    農業用施設の整備により、安定した農業経営や農業の生産性の向上、多様な担い手

の確保が期待されることから、新たに選定する。 

  ・各種商品小売業、織物・衣服・身の回り品小売業、飲食料品小売業、その他の小売業、 

飲食店 

    第３次産業への就業により雇用効果が高く見込まれること、また、農業の６次産業

化への取組にもつながることから、新たに選定する。 
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２ 産業導入地区の区域の設定及び見直しの考え方 

（１）産業導入地区の区域 

   本計画において産業導入地区の対象とする区域は、法の規定により定められる農村地域

全て（平成 12 年 12 月 31 日時点における旧長野市、旧松本市の区域を除く 77 市町村）と

し、これら地域において地域の農業者の安定した就業機会を確保し、産業の立地・導入に

伴う土地利用調整により地域の農地の集積・集約化を図る。 

  産業導入地区の区域については、市町村が実施計画において地番単位で定めるものとす

る。なお、実施計画策定において区域を設定する際の留意事項については以下のとおりと

する。 

  ア 各種土地利用計画との調整の方針 

区域の設定に当たっては、国土利用計画（長野県計画）、長野県土地利用基本計画、

都市計画、農業振興地域整備計画等の各種の土地利用計画について、県及び市町村の各

計画担当部局とあらかじめ十分調整を行い、合理的な土地利用を図るものとする。 

イ 過去に造成された工業団地等の活用の考え方 

実施計画の策定に当たり、過去に造成された工業団地及び再生利用が困難な荒廃農地

を含め、活用されていない土地が存在する場合には、その活用を優先することとする。

また、市町村においては、こうした土地について把握を行うとともに、把握した情報を

体系化し、事業者に適切に開示するよう努める。 

ウ 立地ニーズや事業の見通しの考え方 

産業導入地区への立地を想定していた事業者が立地を取りやめたり、立地した事業者

がその後すぐに撤退する等の事態が生じないよう、具体的な立地ニーズや事業実現の見

通しを踏まえて区域を設定する。 

エ 自然環境の保全 

産業の導入に当たっては自然公園の特別地域、鳥獣保護区の特別保護区、長野県自然

環境保全条例に基づく県自然環境保全地域並びにこれらの地域に影響を及ぼすおそれが

大きい地域は避ける。 

また自然公園の普通地域、自然環境保全条例に基づく郷土環境保全地域、その他の環

境保全上重要な地域など、上記に準ずる地域についても産業導入地区の設定は極力避け

るものとし、当該区域が含まれる場合には、自然環境に重大な影響が出ないよう十分配

慮し、関係法令等に基づき、事前に国、県の関係部局と調整を図るものとする。 

（２）区域の見直しの考え方 

   産業導入地区の区域の見直しに当たっては、企業の立地ニーズや地域の社会構造の変

化等により市町村の担当部局がその変更について関係機関と十分調整の上、必要と判断

した場合に行うものとする。 
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３ 配慮事項 

（１）導入企業と地域産業との交流の促進 

既存企業を含めた地域産業の振興を図る観点から、導入企業と既存企業との交流の促進

を図る。この場合において、既存企業の技術力、製品開発力、販売力等の向上や環境の保

全に留意し、バイオマスを活用した自然エネルギーの開発利用や資源の効率的な循環利用、

地域住民・企業等による起業化又は新分野進出への支援、産業導入地区の就業環境及び生

活環境の改善、企業相互又は企業と試験研究機関等の公的機関との連携関係の構築を通じ

た人・物・技術等の広域的かつ濃密な交流の促進等を図り、地域の特色を生かした産業の

導入に努める。 

また、導入企業は、快適な職場環境及び生活環境の確保、周辺地域の環境との調和、緑

地等の施設の地域への開放を行うなど、従業員又は地域住民からの要請にも応えるよう配

慮する。 

 

（２）地域の雇用動向を踏まえた企業の導入 

労働力需給等の地域における雇用の動向を踏まえた計画的な企業導入に努めるとともに、

導入産業における労働力の確保に当たっては、在宅通勤圏の広域化等を踏まえ、公共職業

安定所や関係市町村の連携の下に、地域の労働力需給が量的にも質的にも整合性のとれた

ものとなるよう努める。この場合において、高齢者の雇用・就業機会の確保、女性の職業

能力発揮のための条件整備、若年者等の地元就職の促進、ＵＩＪターン等の移住者の就業

機会の確保に配慮する。 
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第３ 農村地域に導入される産業への農業従事者の就業の目標 

 ・ 農村地域への産業の導入に伴い増加する労働力需要に対しては、地域農業の担い手の確

保・育成に十分配慮しつつ、導入産業の特質に応じ農業以外の産業に就業を希望する農業

従事者からの労働力を重点的に充てることにより、これらの者の安定した就業機会の確保

を図る。 

・ この場合において、地域社会の年齢構成、男女比率、労働力需給の状況等を勘案しつつ、

農業従事者の意向を把握し、農業以外の産業に就業を希望する中高年齢者や女性の就業の

円滑化、日雇・出稼ぎ等の不安定就業者の地元における安定就業の促進並びに新規学卒者

及びＵＩＪターン等の移住希望者をはじめとする若年層の定着化を図る。 

・ また、労働条件面等で若年層に魅力ある雇用機会づくりに配慮するとともに、適正な労

働条件の確保、労使関係の安定促進及び労働者の安全と健康が確保される職場環境の整備

並びにふるさと回帰や田舎暮らし志向の高まりに対応した人材の受け入れ体制の整備に努

める。 
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第４ 農村地域への産業の導入と相まって促進すべき農業構造の改善に関する目標 

・ 農村地域及びその周辺の地域における自然的、経済的、社会的諸条件、需要の動向及び

地域の特性に対応した農業生産の方向を考慮し、国の食料・農業・農村基本計画（平成27

年3月31日閣議決定）や農林水産業・地域の活力創造プラン（平成25年12月農林水産業・地

域の活力創造本部決定）で示された政策の方向、また県の食農計画の施策の展開方向を踏

まえ、農業構造の改善を図る。 

・ 農村地域への産業の導入に当たっては、農業従事者、特に不安定な就業状態にある農業

従事者の地元における安定就業を促進する。この場合において、農業構造の改善を阻害し

ないよう、農業経営基盤強化促進法第 12 条第１項に規定する認定農業者等の地域の中核的

な農業経営者たる担い手への農用地の面的なまとまりのある形での利用の集積及び農業経

営の法人化を図ることにより、国際化に対応し得る生産性の高い農業の確立に努める。 

・ また、農業の構造改革の喫緊性が一層高まる中、担い手への農地の集積・集約化が図ら

れるよう、農業経営基盤強化促進法に基づき市町村が策定する基本構想の内容や、「人・

農地プラン」の内容等に留意する。 

・ さらに、農業を支援する機能を有する産業と地域の農業が相互に補完しあい、農産物の

高付加価値化等により農業の振興を図ることにも配慮する。 

・ 農業従事者の他産業への就業動向に即しつつ、農業生産基盤の計画的整備を重点的かつ

効果的に推進するとともに、農村地域における定住条件の整備を一体的に推進することに

より、活力と潤いのある農村社会の建設を進める。 
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第５ 農村地域への産業の導入に伴う施設用地と農用地等との利用の調整に関する

方針 

１ 施設用地と農用地等との利用の調整方針 

 産業導入地区については、第２の２「産業導入地区の区域の設定及び見直しの考え方」

により設定するものとするが、やむを得ず、産業導入地区に農用地を含める場合について

は、市町村が取り組む人・農地プランの方向性を踏まえ、担い手や新規就農者への農地の

集積に支障が生じないように十分調整すること。また、その他に市町村が行うべき調整に

ついては下記のとおりとする。 

（１）農用地区域外での開発を優先すること 

市町村の区域内に都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）に基づく市街化区域又は用途

地域が存在する場合には、これらの土地を優先的に産業導入地区の区域として設定する

など、農用地区域外での開発を優先すること。 

（２）周辺の土地の農業上の効率的かつ総合的な利用に支障が生じないようにすること 

農用地において導入産業の用に供する施設を整備することにより、土地の農業上の効

率的かつ総合的な利用に支障が生じる事態が起きないよう、以下の点について十分に調

整を図ること。 

・集団的なまとまりをもつ農用地の中央部に他の用途に用いられる土地が介在し、農

業機械による営農への支障が生じることがないようにすること。 

・小規模の開発行為がまとまりなく行われ、農業生産基盤整備事業の実施や農地中間

管理事業などの農地流動化施策の推進への支障が生じることがないようにすること。 

（３）面積規模が最小限であること 

産業導入地区の区域として設定する面積が、事業者の立地ニーズを踏まえ、導入産業

の用に供するために必要最小限の面積であること。 

（４）面的整備（区画整理、農用地の造成等）を実施した農用地を含めないこと 

土地改良事業等で、区画整理、農用地の造成等に該当するものを実施した農用地につ

いて、当該事業の工事が完了した年度の翌年度の初日から起算して８年を経過しないも

のは、産業導入地区の区域に含めないこと。 

（５）農地中間管理機構関連事業の取組に支障が生じないようにすること 

土地改良法（昭和 24 年法律第 195 号）第 87 条の３第１項の規定により行う土地改良

事業（以下「農地中間管理機構関連事業」という。）として農業者の費用負担を求めず

に事業を実施した農用地について、農地中間管理権の存続期間中は産業導入地区の区域

に含めないこと。また、「農地中間管理機構関連事業を行う予定のあることが公にされ

ている農用地」についても、産業導入地区の区域に含めないこと。さらに、農地中間管
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理権の存続期間が満了した農用地についても、上記（１）から（３）までの考え方に基

づき、やむを得ない場合でなければ産業導入地区に含めないこと。加えて、農地中間管

理事業の推進に関する法律（平成 25 年法律第 101 号）第８条第２項第１号に規定する農

地中間管理事業を重点的に実施する区域（以下「重点区域」という。）内では農用地以

外での開発を優先すること。 

なお、「農地中間管理機構関連事業を行う予定のあることが公にされている農用地」

には、農地中間管理機構関連事業に係る土地改良事業計画について、県知事により工事

着手の前に公告・縦覧が行われた農用地が含まれる。また、当該公告・縦覧が行われる

以前であっても、農地中間管理機構関連事業を行うことを前提に、現地調査や地権者へ

の説明等の事前準備作業に着手し、農地中間管理機構関連事業を行う予定地として相当

程度決定されている農用地も含まれる。優良農地の確保に係る政策との整合性を確保す

る観点から、こうした農用地を把握するよう、十分調整を行う。 

重点区域が市町村において広範に設定されている場合であって、当該重点区域外に適

当な施設用地がない等、重点区域内の農用地に産業導入地区の区域の設定を検討せざる

を得ない事情がある場合には、産業導入地区の区域と重点区域との関係について県農政

部等と十分調整を行う。 

２ 関係部局との調整方針 

・ 市町村は上記１に係る調整に当たっては、市町村及び市町村農業委員会において十分

に調整を行った上で、実施計画（案）の作成段階で県農政部農業政策課と事前協議を行

い、その協議結果を実施計画に反映するものとする。 

 ・ また市町村は、産業の導入にあたり、当該地区が県の土木、都市計画、環境等に関連

する手続が必要となる場合には、事前協議の段階で県の担当部局と事前に十分な調整を

行い、その結果を実施計画に反映するものとする。 
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第６ 農村地域に導入される産業の用に供する施設の整備に関する事項 

・ 農村地域への成長性と安定性のある産業の導入を促進するためには、事業者のニーズを

的確に把握しながら産業基盤の整備や生活基盤を始めとする定住条件の整備を促進するこ

とが肝要であることから、次の施策の実施に努める。 

・ 本制度に基づく税制、融資、予算等の支援措置や、業種横断的な設備投資に係る税制上

の措置等の活用を図り適切な産業施設の立地を図る。また、地域再生法（平成 17 年法律第

24 号）、地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平成 19

年法律第 40 号）、農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律（平

成 19 年法律第 48 号）、中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する

法律（平成 20 年法律第 38 号）、地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等

及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（平成 22 年法律第 67 号）等に基づく施策

との連携に努めるとともに、農村地域の持つ良好な環境を生かしつつ定住条件の整備を進

め、ゆとりと豊かさを実現できる産業・生活空間の形成に努める。 

・ 市町村単位で整備することが困難なものについては、県、関係市町村等の連携により、

効率的に整備を進めるよう配慮する。 

１ 産業基盤の整備 

地域社会との調和に配慮し、地域の特色を生かした産業が導入されるよう、導入産業の

特性及びニーズを十分に把握の上、適切な立地条件を有する産業導入地区の計画的な設定

を促進し、産業基盤の整備を促進することが重要である。こうした観点から、周辺地域を

含む地域全体の産業の立地動向、市場への近接性、交通インフラの整備状況等を勘案の上、

産業の立地・導入に必要な用地や道路等の整備を計画的に進めるとともに、関係機関・団

体等の協力を得て、産業導入地区を含む農村地域及びその周辺の広域的な地域にわたる技

術者の確保、関連企業との交流・連携等を進めるよう努める。 

２ 定住等及び地域間交流の条件の整備 

産業の円滑な導入を図るとともに、農村地域における定住等及び農村の地域資源を活用

した都市農村交流等の地域間交流の条件の整備を計画的に進める。定住等及び地域間交流

の条件の整備は、複数の市町村からなる広域的な視点も考慮し、産業の導入が十分に行わ

れておらず安定した就業機会が不足している地域に重点を置いて実施されるよう配慮する。

また、地域社会のニーズを把握して、生産基盤と生活基盤との一体的な整備及び文化の振

興に努める。 
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第７ 労働力の需給の調整及び農業従事者の農村地域に導入される産業への就業の

円滑化に関する事項 

 １ 労働力の需給の調整 

   産業の導入に伴う労働力の需要に対しては、農業以外の産業に就業を希望する農業従事

者を重点的に充てることとする。 

  また、公共職業安定所や関係市町村との連携を図り、日雇・出稼ぎなどの不安定就業者

や中高年齢者の安定就業の促進及び新規学卒者、移住希望者などの定着化が図られるよう、

関係市町村との連携を緊密にして地域の労働力需給の調整を図る。 

 ２ 農業従事者の産業への就業の円滑化 

導入産業への農業従事者や、地域住民、地域への移住者等の円滑な就業を促進するため、

次の施策の実施に努める。 

（１）雇用情報の収集及び提供 

導入企業の労働力需要と地域の労働力供給との円滑な結合を促進するため、地域の労

働市場の動向、導入企業の労働条件、職業内容等の雇用に関する情報を収集し、企業、

農業従事者等への情報提供に努める。 

（２）導入産業への就業促進 

関係機関と連携しながら、農業従事者、地域住民及び地域への移住者等がその希望及

び能力に応じて導入産業に就業できるように努める。 

（３）職業能力開発等の推進 

職業紹介との連携を密にしつつ、導入産業への中高年齢者等の円滑な就業を促進する

ため、職業転換給付金制度等の活用と相まって既存の公共職業能力開発施設、企業内の

職業訓練に対する助成制度等を活用することにより、機動的な職業訓練と職場適応訓練

の実施に努める。 

この場合において、技術革新や情報化の進展に留意しつつ、地域や導入企業のニーズ

等に応じた公共職業訓練の弾力的な実施、新技術に関する研修の充実及び国内産業の高

付加価値化や新分野への事業展開を担う人材の育成に資する職業訓練や自己啓発等の能

力開発に対する支援対策に努めるとともに、企業において雇い入れた農業従事者等の能

力開発が継続的に行われるよう、適切な指導援助に努める。 
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第８ 農村地域への産業の導入と相まって農業構造の改善を促進するために必要な

農業生産の基盤の整備及び開発その他の事業に関する事項 

１ 担い手の育成・確保 

効率的かつ安定的な農業経営体が農業生産の相当部分を担う、望ましい農業構造を実

現するため、市町村における「人・農地プラン」の策定・見直しを通じて地域の話合い

と合意形成を促しつつ地域における担い手を明確化した上で、農地中間管理機構の活用

等により、担い手への農地の集積・集約化を進め、担い手が農地利用の大宗を占める農

業生産構造の早期確立を図る。 

また、農地の流動化の推進に当たっては、安定的な就業機会が確保されている者から

の農地提供を促進するなど、重点的かつ効果的な実施に努める。 

２ 農業生産基盤及び農業施設の整備 

効率的かつ安定的な農業構造の確立を図るため、その基礎的条件である用排水施設の

整備やほ場の大区画化、水田の汎用化、農業用水管理省力化等の農業生産基盤の整備を

計画的に進めるとともに、農地中間管理事業を活用して担い手への農地の集積・集約化

を促進する。 

また、農業の生産性と収益性を一層高めるため、農業生産近代化施設及び農産物の流

通加工施設の整備を推進する。 
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第９ その他必要な事項 

１ 環境の保全等 

実施計画の策定及びこれに基づく具体的な産業の導入に当たっては、環境基本法を始め、

環境規制関係諸法令を踏まえ、必要に応じて環境に与える影響を調査検討し、森林、農地、

水辺地等における自然環境・生物多様性の保全に努めるとともに、公害の防止はもとより

エネルギー利用の効率化、健全な水循環機能の保全、適正なリサイクル・廃棄物処理等に

より、大気環境、水環境、土壌環境等への負荷をできる限り増加させないよう努めるなど、

農村環境の保全に十分配慮する。 

また、交通量の増加に伴う道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑化を図

るとともに、道路の交通に起因する障害（交通公害を含む。）の防止に配慮する。 

 

２ 農村地域の活力の維持増進への配慮事項 

農村地域への産業の導入に際しては、農村地域からの若年層の流出や高齢化の進行を踏

まえ、地域社会の活力の維持増進にも配慮し、人口の流出の抑止や新規学卒者等の若年者

の地元就職及びＵＩＪターン等の移住希望者の雇用機会の確保に資するよう、産業の導入

や定住条件の整備及び職業安定機関による職業紹介等を総合的に進める。 

 

３ 過疎地域等への配慮 

  過疎地域、山村地域等への産業の導入に当たっては、これらの地域の振興に関する施策

との連携を積極的に図り、その効果的かつ円滑な実施が図られるよう努める。 

 

４ 農業団体等の参画 

 実施計画の策定の段階から農業団体、商工団体等の関係団体の参画を図り、産業の導入

及び農業構造の改善を促進するための措置等について、その円滑な実施が図られるよう努

める。また、導入後も企業が円滑に定着できるように、これらの団体の参画により諸問題

の解決が図られるよう配慮する。 

 

５ 関係部局間の十分な連携 

 農村地域へ導入された企業と地域社会との相互理解を深め、活力ある地域社会の形成を

図るため、市町村、導入企業、農業団体、商工団体、試験研究機関、教育機関等の連絡調

整体制の整備に努める。 

また、本制度は産業の導入促進、就業促進及び農業構造改善を一体として推進するもの

であることから、県及び市町村の商工担当部局及び農林業担当部局を中心に、関係部局間

において、施策の推進や情報の共有等に努める。 
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６ 企業への情報提供等 

産業導入地区に関する情報及び企業に対する支援措置等について、企業等に周知徹底を

図るとともに、産業導入地区への産業の導入のあっせん活動を積極的かつ継続的に進める。

また、立地後の企業についてもその定着化を図るために必要な指導その他の援助を行う。 

これらを効果的に行うため、農村地域への産業の導入を円滑に推進するために農林水産

省及び関東農政局に設置された「農村地域産業導入支援施策活用窓口」の活用を図るとと

もに、一般財団法人日本立地センター、一般財団法人都市農山漁村交流活性化機構等の活

用に努める。 

その際、企業等が活用可能な施策については、国の施策及び県が独自に講じている企業

立地・設備投資促進に係る施策について、上記の窓口や関係機関の活用・連携を図りなが

ら、企業に対して適時適切に積極的な情報提供等を行う。 

 

７ 遊休地解消に向けた取組 

既存の産業導入地区内において過去に造成された工業団地、再生利用が困難な荒廃農地

等の活用されていない土地が存在する場合には、県及び市町村のホームページや、企業立

地セミナー、誘致活動での紹介等、当該土地の優先的な活用が図られるよう配慮する。 

 

８ 撤退時のルールについて 

立地企業が撤退した後の跡地の有効活用が可能となるよう、撤退する場合は時間的余裕

をもって可能な限り早期に市町村に報告する等、市町村の実施計画において撤退時のルー

ルが定められるよう努める。 

 

９ 実施計画のフォローアップ体制の確保 

 実施計画のフォローアップについて、産業導入地区や当該区域に係る土地利用の調整

の状況、導入産業の業種及び規模、導入産業への農業従事者の就業の目標、産業の導入と

相まって促進すべき農業構造の改善に関する目標、産業導入地区内の遊休地の解消状況、

企業撤退時のルールづくりなど、国の基本方針を踏まえて市町村が行う実施計画のフォロ

ーアップの結果について、国と共有するよう努める。 

確認の結果、遊休地の発生をはじめ産業の導入の促進が適切に進展していない場合や、

農業従事者の就業の目標、農業構造の改善に関する目標の達成が明らかに見込まれないと

認められる場合などについては、市町村において、その理由や今後の方策等について検討

し、その内容を共有するとともに、実施計画の変更、縮小及び廃止を含め制度運営の改善

が図られるように努める。 

 また、一部改正法の施行前に既に定められた基本計画及び実施計画についても、フォロ

ーアップ体制を確保するよう努める。 
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10 計画策定の留意事項 

  国が定めた「農村地域への産業の導入に関するガイドライン」では、「実施計画を策定

するに当たっては、農業者その他事業者の意向、地域住民の利害関係等を十分調整するこ

とが必要であるため、審議会を活用することが望ましい」とされている。こうした点を踏

まえ、実施計画の策定に当たっては、地域住民及び農業者等の意向が十分反映されるよう

配慮する。 



（１）農村地域の現状

農村地域増減

全地域 うち農村地域 全地域 うち農村地域 全地域 うち農村地域 (H27-22)

K㎡ 13,562 12,715 13,562 12,715 13,562 12,715 100

世帯 780,245 515,689 794,461 523,593 807,108 527,479 100.7

人 2,196,114 1,504,105 2,152,449 1,465,278 2,098,804 1,413,300 96.5

人/k㎡ 162 118 159 115 155 111 96.5

1,150,880 798,708 1,091,038 746,640 1,069,860 727,906 97.5

131,645 108,818 103,387 85,704 96,899 80,519 94.0

129,811 107,256 100,398 83,169 94,010 78,091 93.9

354,812 264,688 310,884 230,404 304,510 222,076 96.4

655,477 421,611 639,888 409,984 643,203 412,602 100.6

農
用
地
区
域

百万 111,495 － 108,939 － 102,208 － － ※１

ha 113,600 － 111,200 － 108,900 － －

ha 57,600 － 55,400 － 54,000 － －

人 3,193 － 2,600 － 3,488 － －

人 2,899 － 2,376 － 3,186 － －

308,597 307,075 240,093 238,987 185,033 176,821 74.0

123,344 122,661 106,675 106,131 91,922 87,678 82.6

人 219,663 218,540 178,081 177,231 137,207 136,586 77.1

農業就業人口 人 130,823 130,064 100,244 99,692 82,922 82,489 82.7

基幹的農業従事者 人 88,666 88,109 83,247 82,801 73,467 73,101 88.3

経営体 6,012 － 6,941 － 6,933 － － ※２

経営体 － － （62） － 102 － － ※３

組織 182 － 307 － 344 － － ※４

※１：確保すべき農用地等の面積の目標の達成状況等に関する調査
※２：農業経営改善計画の認定状況（各年度末現在）
※３：青年等就農計画の認定状況（各年度末現在）、H17、H22は認定就農者
※４：農林水産省、集落営農実態調査

出典区分 単位
平成17年 平成22年 平成27年

総面積

国
勢
調
査

総世帯数

総人口

人口密度

産
業
別
就
業
人
口

総数

第１次産業

うち農業

第２次産業

第３次産業

人

人
うち60歳以上

耕
地
面
積

総面積
作
物
統
計
調
査

うち水田

農
林
業
セ
ン
サ
ス

学
校
基
本
調
査

別添様式

認定新規就農者

集落営農

農村地域への産業の導入に関する基本計画　参考資料
長野県

担
い
手

認定農業者

内訳

農
業
従
事
者

総数

農用地区域面積

新
規
高
卒
者

就業者数

うち県内

農
家
人
口

総数
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（２）市町村地域指定等状況

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫
⑫／⑪
×100

⑬ ⑭

1 長野市 ○ ○ ○ ○ ○ 381,511 377,598 99.0
旧長野市 ○ ○ ○ ○ ○ 357,696 356,085 99.5
旧大岡村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,154 960 83.2

旧信州新町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4,892 4,135 84.5
旧豊野町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9,825 9,609 97.8
旧戸隠村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3,986 3,499 87.8

旧鬼無里村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,700 1,393 81.9
旧中条村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2,258 1,917 84.9

2 松本市 ○ ○ ○ ○ 243,037 243,293 100.1
旧松本市 ○ ○ ○ ○ 207,833 208,227 100.2
旧四賀村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5,142 4,629 90.0
旧波田町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 15,196 15,274 100.5
旧奈川村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 811 679 83.7
旧安曇村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2,172 1,936 89.1
旧梓川村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 11,883 12,548 105.6

3 上田市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 159,597 156,827 98.3 ○
旧上田市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 121,642 121,192 99.6
旧丸子町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 23,554 22,244 94.4 ○
旧真田町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10,615 9,918 93.4 ○
旧武石村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3,786 3,473 91.7

4 岡谷市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 52,841 50,128 94.9
5 飯田市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 105,335 101,581 96.4

旧飯田市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 103,063 99,693 96.7
旧上村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 507 413 81.5

旧南信濃村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,765 1,475 83.6
6 諏訪市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 51,200 50,140 97.9
7 須坂市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 52,168 50,725 97.2
8 小諸市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43,997 42,512 96.6 ○ ○
9 伊那市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 71,093 68,271 96.0 ○ ○

旧伊那市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 62,826 60,891 96.9 ○ ○
旧高遠町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6,332 5,643 89.1
旧長谷村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,935 1,737 89.8

10 駒ヶ根市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 33,693 32,759 97.2 ○ ○
11 中野市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 45,638 43,909 96.2 ○ ○

旧中野市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 41,139 39,668 96.4 ○ ○
旧豊田村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4,499 4,241 94.3

12 大町市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 29,801 28,041 94.1 ○ ○
旧大町市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 27,790 26,258 94.5 ○ ○
旧八坂村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 925 848 91.7
旧美麻村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,086 935 86.1

13 飯山市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 23,545 21,438 91.1 ○ ○
14 茅野市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 56,391 55,912 99.2 ○
15 塩尻市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 67,670 67,135 99.2

旧塩尻市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 64,816 64,629 99.7
旧楢川村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2,854 2,506 87.8

16 佐久市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 100,552 99,368 98.8 ○ ○
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旧佐久市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 70,204 70,871 101.0 ○ ○
旧臼田町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 14,578 13,698 94.0 ○ ○
旧望月町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9,527 8,828 92.7 ○ ○
旧浅科村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6,243 5,971 95.6 ○

17 千曲市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 62,068 60,298 97.1 ○ ○
旧更埴市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 38,242 37,137 97.1 ○ ○

旧上山田町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6,072 5,789 95.3
旧戸倉町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 17,754 17,372 97.8

18 東御市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 30,696 30,107 98.1 ○ ○
旧北御牧村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5,148 4,966 96.5 ○ ○

旧東部町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 25,548 25,141 98.4 ○ ○
19 安曇野市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 96,479 95,282 98.8 ○

旧明科町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8,879 8,285 93.3
旧豊科町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 27,855 27,524 98.8
旧穂高町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 32,304 32,480 100.5
旧三郷村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 18,321 18,043 98.5
旧堀金村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9,120 8,950 98.1 ○

20 小海町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5,180 4,713 91.0
21 川上村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4,972 4,607 92.7
22 南牧村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3,528 3,408 96.6
23 南相木村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,121 1,005 89.7
24 北相木村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 842 774 91.9
25 佐久穂町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 12,069 11,186 92.7

旧佐久町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7,801 7,351 94.2
旧八千穂村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4,268 3,835 89.9

26 軽井沢町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 19,018 18,994 99.9
27 御代田町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 14,738 15,184 103.0 ○ ○
28 立科町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7,707 7,265 94.3
29 青木村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4,609 4,343 94.2 ○
30 長和町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6,780 6,166 90.9 ○

旧長門町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4,650 4,306 92.6 ○
旧和田村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2,130 1,860 87.3

31 下諏訪町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 21,532 20,236 94.0
32 富士見町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 15,338 14,493 94.5
33 原村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7,573 7,566 99.9
34 辰野町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 20,909 19,770 94.6 ○
35 箕輪町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 26,214 25,241 96.3 ○ ○
36 飯島町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9,902 9,530 96.2 ○ ○
37 南箕輪村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 14,543 15,063 103.6
38 中川村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5,074 4,850 95.6
39 宮田村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8,974 8,821 98.3
40 松川町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 13,676 13,167 96.3 ○ ○
41 高森町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 13,216 13,080 99.0 ○ ○
42 阿南町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5,455 4,962 91.0 ○
43 阿智村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7,036 6,538 92.9

旧清内路村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 654 573 87.6
旧阿智村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5,711 5,415 94.8
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旧浪合村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 671 550 82.0
44 平谷村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 563 484 86.0
45 根羽村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,129 970 85.9
46 下條村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4,200 3,851 91.7
47 売木村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 656 575 87.7
48 天龍村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,657 1,365 82.4
49 泰阜村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,910 1,702 89.1
50 喬木村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6,692 6,310 94.3
51 豊丘村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6,819 6,592 96.7 ○
52 大鹿村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,160 1,023 88.2
53 上松町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5,245 4,670 89.0
54 南木曽町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4,810 4,313 89.7 ○
55 木祖村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3,134 2,926 93.4
56 王滝村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 965 839 86.9
57 大桑村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4,145 3,825 92.3
58 木曽町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 12,743 11,826 92.8

旧木曽福島町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6,928 6,470 93.4
旧日義村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2,496 2,354 94.3
旧開田村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,815 1,636 90.1
旧三岳村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,504 1,366 90.8

59 麻績村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2,970 2,788 93.9
60 生坂村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,953 1,843 94.4
61 山形村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8,425 8,395 99.6 ○
62 朝日村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4,741 4,462 94.1 ○
63 筑北村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5,172 4,730 91.5

旧本城村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,878 1,731 92.2
旧坂北村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,909 1,712 89.7
旧坂井村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,385 1,287 92.9

64 池田町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10,329 9,926 96.1 ○ ○
65 松川村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10,093 9,948 98.6 ○ ○
66 白馬村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9,205 8,929 97.0
67 小谷村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3,221 2,904 90.2
68 坂城町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 15,730 14,871 94.5 ○ ○
69 小布施町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 11,072 10,702 96.7
70 高山村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7,563 7,033 93.0
71 山ノ内町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 13,678 12,429 90.9
72 木島平村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4,939 4,658 94.3
73 野沢温泉村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3,853 3,479 90.3
74 信濃町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9,238 8,469 91.7
75 小川村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3,041 2,665 87.6
76 飯綱町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 11,865 11,063 93.2

旧牟礼村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6,920 6,569 94.9
旧三水村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4,945 4,494 90.9

77 栄村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2,215 1,953 88.2
2,152,449 2,098,804

※①～④、⑬⑭については該当する場合○印。⑤～⑩は該当しない場合○印。
合計
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